
防府市小・中学校児童生徒就学援助費交付要綱 

 （目的）   

第１条 この要綱は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１９条の規定

に基づき経済的理由によって就学困難と認められる児童生徒の保護者に対

して必要な援助を与え、義務教育の円滑な実施に資することを目的とする。 

 （適用）   

第２条 就学援助費（以下「援助費」という。）は、防府市立小中学校に就学

し、又は防府市に居住する児童生徒の保護者で次の各号の一に該当する者に

対して交付する。 

（１） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に定める者 

（２） 生活保護法第６条第２項に定める者に準ずる程度に困窮していると認

められる者  

第３条 前条第２号に定める者は、次の各号の一に該当する者とする。 

（１） 前年度又は当該年度において、次のいずれかの措置を受けた者 

  ア 生活保護法に基づく保護の停止又は廃止 

  イ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９５条第１項に基づく市

民税の非課税 

  ウ 地方税法第３２３条に基づく市民税の減免 

  エ 地方税法第７２条の６２に基づく個人の事業税の減免 

  オ 地方税法第３６７条に基づく固定資産税の減免 

  カ 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）第８９条及び第９０条第１

項に基づく国民年金の掛金の減免 

  キ 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）に基づく保険料の減免

又は徴収猶予 

  ク 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）第４条第１項に基づく

児童扶養手当の支給 

  ケ 生活福祉資金による貸付 

（２） 前号に規定する者以外の者で児童生徒の属する世帯の前年の所得が特

別支援教育就学奨励費の需要額測定に用いる基準額に基づき教育委員



会が定めた基準額の１．３倍未満の者 

（３） 前２号に規定する者以外の者で、特別な事情がある場合において、教育

委員会が別に認めた者 

 （援助）   

第４条 援助は、次に掲げるものについて生活保護法により援助が行われてい

るものを除き、単給又は併給して行う。 

（１） 学用品費、通学用品費、校外活動費 

（２） 修学旅行費 

（３） 通学費 

（４） 新入学児童生徒学用品費 

（５） 学校給食費 

（６） 医療費 

（７） 日本スポーツ振興センター掛金 

２ 援助額は、文部科学大臣が定める国の補助限度額を基準として毎年度予算

の範囲内で教育委員会が定める。 

 （申請）   

第５条 この援助費の交付を受けようとする者は、年度ごとに、就学援助費交

付申請書（別記第１号様式）に必要書類を添えて、教育委員会が別に定める

期間内に提出するものとする。ただし、第２条第１項第１号に規定する者で

現に生活保護法による保護を受けている者については、保護者の申請によら

ず必要な援助を行うものとする。 

 （認定）   

第６条 教育委員会は、保護者からの申請書の提出又は福祉事務所からの交付

請求に基づき保護者の生活状況及び所得状況等を調査し、援助の可否を決定

する。 

２ 教育委員会は、申請書等の提出があったときは認定台帳を作成しなければ

ならない。 

３ 教育委員会は、認定を行うため必要があるときは学校長、福祉事務所及び

民生委員の助言を求めることができる。 



（認定期間） 

第７条 就学援助費の認定を受けた者が援助費を受けることができる期間は、

次の各号のいずれかの期間とする。ただし第11条に該当するときは、この限

りではない。 

（１） 教育委員会があらかじめ指定する申請期間内に第５条の申請を行い、申

請書が受理された場合は、指定のあった年度の４月１日から当該年度末

日までの期間 

（２） 前号の申請期間終了後に第５条の申請を行い、申請書が受理された場合

は、当該申請書を受理した日が属する月の第１日から当該年度末日まで

の期間 

（通知）   

第８条 教育委員会は、前条の規定により認定したときは、就学援助費交付決

定通知書（別記第２号様式）により保護者に通知するとともに、認定児童生

徒名簿を学校長に送付するものとする。 

２ 教育委員会は、前条の規定により認定しないときは就学援助費不交付決定

通知書（別記第３号様式）により保護者に通知するものとする。 

 （援助の方法） 

第９条 援助費の交付は、原則として金銭給付とする。ただし、給付を受ける

者が支給される金銭を紛失し、浪費し、又は目的外に使用するおそれのある

場合は現物給付することができる。 

第10条 教育委員会は、保護者から提出された委任状及び口座振込依頼書によ

り指定された金融機関の保護者の口座へ振り込むものとする。ただし、学校

納付金等の滞納や目的外に使用するおそれのある場合は、保護者の承諾を得

て学校長の口座へ振り込むことができる。 

 （停止および返還）   

第11条 教育委員会は、援助費の交付を受けた者が、次のいずれかに該当する

ときは第７条に規定する認定期間中であっても援助費の支給を停止するこ

とができる。 



（１） 援助費の交付にかかる児童生徒が防府市立小中学校以外の小中学校に

就学し、または、防府市以外に居住したとき 

（２） 援助費の交付にかかる児童生徒が児童福祉法（昭和２２年法律第１６

４号）第４１条に規定する児童養護施設、または同法第４４条に規定

する児童自立支援施設に入所したとき 

（３） 援助費を目的外に使用したとき 

（４） 虚偽の方法によって援助費を受けたとき 

（５） 援助費の交付を必要としなくなったとき 

２ 前項に伴う精算がある場合は、援助費の全部または一部を返還させること

ができる。 

 （委任）   

第12条 この要綱について必要な事項は、教育長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、昭和６３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成元年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成８年３月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２１年３月１日から施行する。 

附 則 



 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２４年１１月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 （第１号様式）      就学援助費交付申請書 

 

※ 家族氏名には、住民票に記載されている世帯員を全員記入してください。 

・配偶者  有   無   ・   年１月 1日防府市に住民票が  有   無 

 

※ 振込口座（保護者名義）をご記入ください。 
    銀      行      名 支店名及び支店番号 預金種別 
                 銀行 
                    信用金庫 

労働金庫 
                      農業協同組合 

      本店   番号 
       支店         
       支所 

 

普通 
     預金 
当座 

口座番号（右詰めで記入のこと） 口座名義人（カタカナ） 
        

前年と口座の変更（有・無）      

（宛先）防府市長                   
 

  
住所 
 
保護者氏名 

 
防府市   

           
                                   

 

ﾌ   ﾘ   ｶﾞ   ﾅ 
児 童 生 徒 氏 名 

 生年月日 
(年齢） 

保護者と

の続柄  学校名  学年    個 人 番 号 

 H  ・  ・ 
 
（        才） 

 
        小 
 
         中 

 
       年 

            
 

 H  ・  ・ 
 
（        才） 

          小 
 
         中 

 
       年 

            
 

 H  ・  ・ 
 
（        才） 

          小 
  
         中 

 
       年 

            
 

 H  ・  ・ 
 
（        才） 

          小 
 
        中 

 
       年 

            
 

ﾌ   ﾘ   ｶﾞ   ﾅ 
家 族 氏 名 

 生年月日 
(年齢) 

保護者と

の続柄 勤務先または学校名    個 人 番 号 

  ・  ・ 
 
（        才） 

 

保護者 
             

 

    ・  ・ 
 
（       才） 

              
 

  ・  ・ 
 
（        才） 

              
 

  ・  ・ 
 
（        才） 

              
 

  ・  ・ 
 
（        才） 

              
 

申 

請 

理 

由 

※ 前年度、又は当該年度において該当するものに○  
1. 母子家庭、又は父子家庭であり児童扶養手当を受給中 

2. 母子家庭、又は父子家庭であり児童扶養手当を申請中 

3.    年  月  日まで児童扶養手当を受けていた 

4.    年  月  日まで生活保護を受けていた 

5.  市民税の減免措置を受けた 

6.  個人事業税の減免措置を受けた 

7.  固定資産税の減免措置を受けた 

8.  国民健康保険料の減免又は徴収猶予の措置を受けた 

9.  国民年金保険料の減免措置を受けた 

10. 後期高齢者医療制度保険料の減免又は徴収猶予の措置を受けた 

11.  生活福祉資金による貸付補助金を受けている 

12.  上記に該当しないが低所得のため援助が必要 

13.  その他（具体的に） 

電
話
番
号 

自宅    申

請

区

分 

１ 新規 
 
２ 継続 携帯電話 

・防府市又は他市区町村での新入学学用品費の受給状況（受給済・未受給） 

 年度就学援助費の交付を受けたいので必要事項を記入の上、申請します。 
なお、就学援助交付申請書に必要な所要の調査（世帯、所得状況等）について承諾します。 
また、就学援助費の受給状況について他市区町村への調査、及び情報提供することについて承

諾します。 
学校納付金の滞納がある場合は、学校長を代理人と定め、就学援助費の請求、受領、返納に関

する一切の権限を委任します。 

   年   月   日 

本人確認…免・旅・在・保・年・児扶・他（    ） 
※処理欄 

確認済（                    ） 

受付番号 


